　   文書番号
平成　年　月　日
復興庁参事官　殿
特定地方公共団体の担当部署の長の氏名　　㊞
復興特区支援利子補給金事業の応募について

　復興特区支援利子補給金事業について下記のとおり応募します。
記

１．申請者の概要

（１）特定地方公共団体名

（２）担当者名

（３）所属（役職）

（４）所在地
（５）電話番号
（６）電子メールアドレス
２．利子補給金支給先金融機関の概要
（１）名称

（２）代表者・役職
（３）所在地

（４）担当者名

（５）所属（役職）

（６）電話番号
（７）電子メールアドレス
３．資金融資先事業者の概要

（１）名称

（２）代表者・役職
（３）所在地

（４）資本金

（５）従業員数
（６）売上高
（７）事業内容
（８）既存工場・営業所等
（９）中小企業／大企業の別

４．資金融資先事業者における利子補給の支給対象となる事業の内容

（１）復興特区支援貸付事業の目的（認定申請をする市町村における東日本大震災による被害の内容、その被害からの復興のために必要な事業である理由等を記載）
　　①　計画の目標
　　②　貸付けの対象となる事業が計画の目標を達成する上で中核となるものであることの説明
（２）事業の内容
　　①　工事期間　平成○年○月～平成○年○月（操業開始：平成○年○月）
②　工事内容　○○○施設の新設／増設、○○設備の設置
③　産業分類　（中分類）XX○○○、（小分類）XXX○○○
④　規則第２条に規定された事業　第○号　○○○事業
⑤　売上計画、雇用計画
	項　目
	事業実施前
（平成○年○月）
	増加分
	事業完了後
（平成○年○月）

	売上高
	○○百万円
	○○百万円
	○○百万円

	従業者数
	○○人
	○○人
	○○人


５．要件の適合性
（１）要件Ａ
日本標準産業分類の大分類に占める対象業種（中分類）の順位
	項目
	現状
(百万円又は人)
	増加分
(百万円又は人)
	合計
(百万円又は人)

	(市町村)における(産業分類の大分類) の売上高又は従業員数
	○○
	○○
	○○

	(市町村)における(産業分類の中分類) の売上高又は従業員数
	○○
	
	○○

	中分類の順位
	
	
	第○位


（２）要件Ｂ
対象業種の中における事業者の占有率
	項目
	現状
(百万円又は人)
	増加分
(百万円又は人)
	合計
(百万円又は人)

	(市町村)における(事業者) の売上高又は従業員数
	○○
	○○
	○○

	
	貸付けの対象となる事業における売上高又は従業員数
	○○
	
	○○

	(市町村)における(産業分類の中分類) の売上高又は従業員数
	○○
	
	○○

	(産業分類の中分類)に占める割合
	
	
	○○％


（３）要件Ｃ
（事業者）への融資合計額は○○百万円、新規雇用者数は○○人を予定している。
（４）要件Ｄ
（事業者）が行う事業は、平成○年○月に策定された○○計画に位置付けられている、又は平成○年○月に○○議会で議決を得ている。
（５）要件Ｅ
対象事業の事業費は○○百万円であり、（市町村）の（産業分類の中分類）の設備投資平均額は○○百万円、又は（事業者）の年間の減価償却費は○○百万円である。
６．事業に必要な資金の額及びその調達方法

別表参照
※１　利子補給金の支給対象となる貸付を行う全ての金融機関名及び貸付額等を記載
※２　収入と支出はそれぞれグロス計上（例：30年度期初に短期借入をし、期末に補助金を受領して借入を返済した場合は、短借、補助金受領、短期返済の金額をすべて記入）

※３　補助金を受領している場合は、その補助金の名称を記載し、別途交付要綱等を添付すること。

※４　年度ごとに収支のバランスがとれた資金計画を作成すること。
事業活動に必要な資金の額及びその調達方法

	区　　分
	30年度
	31年度
	32年度
	合計

	支 出　計
	
	
	
	

	内訳
	事業費　計
	
	
	
	

	
	用地取得費
	
	
	
	

	
	建設事業費
	　
	　
	　
	

	
	各種機器購入費
	　
	　
	　
	

	
	その他
	　
	　
	　
	

	
	短期借入金返済
	
	
	
	

	財 源  計　
	
	
	
	

	内訳
	指定金融機関(長期) 計
	　
	　
	　
	

	
	　○○銀行
	　
	　
	　
	

	
	　△△銀行
	　
	　
	　
	

	
	指定金融機関(短期) 計
	
	
	
	

	
	　○○銀行
	
	
	
	

	
	　△△銀行
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	その他民間金融機関
	
	
	
	

	
	政府系金融機関　　　
	　
	　
	　
	

	
	補助金等（国）※
	　
	　
	　
	

	
	補助金等（地方公共団体）※
	　
	　
	　
	

	
	自己資金
	　
	　
	　
	　


※補助金等を併用する場合は、補助金等の「名称（実施主体）」を記載すること
（別　紙）





（別　表）





（単位：百万円）
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